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○渡辺委員長 次に、山井和則君。 

○山井委員 民主党の山井和則でございます。二十分間質問をさせていただきます。 

 四人の方々、大変参考になる意見陳述をしていただきまして、まことにありがとうございます。限られた時間

ですので、幾つか質問をさせていただきたいと思います。 

 今も質問がありましたけれども、今回の法改正の一つの大きなポイントは、専門業務を廃止して一律上限三年

を入れるということであります。民主党としては、専門業務を廃止することには反対です。さらに、労働政策審議

会でも連合も、維持をすべきということを言っておりましたし、経営側からも、ここを廃止するのはよくないと

いう意見が出ておりました。 

 きょうの廣瀬参考人の配付資料の十一ページにも、労働政策審議会の二〇一三年十一月十四日の資料の中で、

経営側が、二十六業務の廃止に関しては、下線が引いてあるように、こう述べておられるんです。「二十六業務で

期間制限を受けない派遣労働者の雇用に大きな影響を及ぼす可能性もあり、二十六業務の廃止は求めない。」これ

は経営側。それで、労働側は左のように、「業務単位での期間制限を維持するべき。」専門業務は残すべきと。 

 我が党の見解もそうでありまして、もうちょっと厳格にしてわかりやすくすべきだということは当然ですけれ

ども、わかりやすくするから専門業務もなくすということになると、先ほど廣瀬参考人がおっしゃったように、

命の期限を切られることになりはしないかという深刻な問題がございます。 

 そこで、鎌田参考人にお伺いをしたいんですが、先ほど鎌田参考人のお話の中で、専門業務を廃止してわかり

やすくするということを強調しておられました。また、今回の法改正は労働者保護の法改正だということをおっ

しゃいました。 

 確かに、専門業務をなくして一律三年にしたらわかりやすいですが、問題は、廣瀬参考人も指摘をされておら

れました、既にそこで期限の定めなく働いておられる四十万人の方々、例えば、パソコン業務、テレビ局、アナウ

ンサー、通訳、秘書、設計等々二十六業務の方々は、四十万人、八割が女性でありますけれども、今までは期限の

定めがなかったわけで、先ほど廣瀬参考人の話にありましたように、五年、十年、十五年働いてこられた方もおら

れます。 

 私も、この間一週間、ほぼ毎日、専門業務の方々、違う方々から話を聞き続けておりますし、きのうも四人の

方々から話をお聞きしました。皆さんおっしゃっていますのは、今回の法改正で、自分たちが三年後に雇いどめ、

解雇になる内容が含まれているなんて全く知らなかった、自分の同僚たちもほとんど知らない、どうして法改正

によって三年目に解雇されるんですか、そういう切実な、そして、人生設計が狂う、成り立たないと言って、深刻

な相談をされておられました。 

 そこで、鎌田参考人にお伺いしたいんですが、専門業務をなくしてわかりやすくするという考え方、そういう

考え方なのかもしれませんが、一方、そうしたら、この四十万人の、今まで期限の定めなく働けると期待されてい

た方々はどうなるんですか。セーフティーネットか何かはあるというふうに考えておられますか。 

○鎌田参考人 御質問、どうもありがとうございます。 

 今御指摘の、専門二十六業務の廃止によって、現在有期で期限なく働いている方たちの処遇をどう考えている

のかということでございます。 

 まず、現在二十六業務で働いている方たちが有期で反復更新をしていただいているということで、雇用につい

ては必ずしも安定という形態ではない、そういう前提に立った上でのお話でございますが、今回、常用雇用代替

防止の規制ですけれども、無期雇用派遣については適用除外ということになっておりますので、この方たちが事

業の中で、派遣元との対応ということになりますが、無期雇用ということであれば、期間限定なしで受け入れる

ことが可能ということになる、その限りで雇用の保障がある。 

 しかも、二十六業務で有期という形で一定期間で雇いどめということの不安も、無期ということで一定程度緩

和される。無期だからその雇用不安がなくなるとは申しませんが、そういったことでもありますが、一定の雇用

の安定があるのではないかというふうに思っております。 



 それから、有期で三年という上限が設けられることによって、派遣元が、それを機縁といたしまして、雇いど

め、解雇をするのではないか。これは、この制度の趣旨から申しますと、実にちょっと、違ったことではないかと

いうふうに思っております。 

 むしろ、雇用安定化措置ということで、この方たちの雇用の安定化を図るという観点から派遣元がさまざまな

努力をすべきである、こういうふうな考え方でこの法案の趣旨はでき上がっているのではないかというふうに考

えております。 

 以上です。 

○山井委員 私は、ここは非常にこだわるんですね。私も四十万人の中の専門二十六業務の方々の相談にずっと

乗っておりますけれども、ある女性の方は、三年後に解雇されるのであれば、仕事のモチベーションも下がっち

ゃうと。親の介護もしていて、今シングルでおられて、専門業務だとずっと雇ってもらえる可能性があるという

ことで、自分の人生設計の中で、十年、十五年かけてパソコンの能力を磨いてきた。ところが、三年と切られてし

まったら、その方は今四十代ですけれども、もう三年後、六年後、いい待遇になる可能性は新しい派遣先でもほぼ

ないということで、夜も眠れないということをおっしゃっておられます。 

 改めて鎌田参考人にお伺いしたいんですが、確かに、この配付資料の十ページに雇用安定措置というのがあり

ます。でも、あえてお聞きしますが、特に四十代、五十代の女性の方々の場合、派遣先への直接雇用を派遣会社が

依頼して、雇ってもらえるでしょうか。 

 あるいは、今、派遣会社に無期雇用されたら期限なく雇ってもらえますということですが、派遣会社が、四十

代、五十代の女性の方々を、今まで派遣だった方を無期雇用するという可能性は高いんでしょうか。 

 さらに、新たな派遣先の提供ということですが、今言ったように、私も多くの、数十人の派遣労働者の方々の話

をこの間聞きましたが、四十代、五十代になると、新しい派遣先といっても、基本的には待遇は悪くなるか、もう

五十代になると、新しいところもなかなか見つからないという声ばかりを聞いております。 

 この雇用安定措置というのは、本当に、三年後に今回の上限で四十万人の方が雇いどめ、解雇された場合、その

四十万人なり多くの方々が、この雇用安定措置で雇用は安定するというふうに思われますか。 

○鎌田参考人 なかなか難しい御質問で、現実にどうなんだということでございます。 

 私は、今御指摘いただいた例、今四十代の方などの対応について現実にどうであるかということでありますが、

正直なところ、その方の置かれている具体的なスキルの程度とかあるいは希望とか、そういったことを考えない

と、一概にはなかなか言えないのではないかというふうに思っております。その方が派遣労働者として長く働い

て、非常にいわば職場で頼りになる存在ということであれば、いろいろな道も可能ではないかなというふうに思

っております。 

 そうしたことから、今の先生の御質問については、私の立場で一概にどうというようなことはちょっと言いづ

らいというふうに思っております。 

 以上です。 

○山井委員 答えづらい質問をしてしまったかもしれません。本当に失礼をお許しいただければと思います。 

 その点について、廣瀬参考人、法律によって命の期限を切られてしまうという、仕事がなくなるということは、

生活していけないということですし、特に四十代、五十代の方にとったら、幾らスキルがあっても、今よりいい派

遣先はなかなか見つからないし、かつ、三年ごとに、例えば四十三歳の方だったら、四十六歳で新しい派遣先、四

十九歳、五十二歳、五十五歳、三年ごとというのは、本当にこれは、お子さんを抱えたりされていたら人生設計が

成り立たないような気がするんですが、廣瀬参考人、この四十万人の専門業務の方々にとって、雇用安定措置で

雇用を安定させられると思われますか。 

○廣瀬参考人 私の周りの方や実際ヒアリングで聞いてきた方々によりますと、今四十代、五十代の方々、今五

十六歳の方々がおっしゃったことなんですが、三年後は五十九歳である、派遣先の上司にこの法案が通った場合

をお伺いになったんですが、そうすると、あなたはもう五十九歳になるから、ほかの課で拾ってくれればいいけ

れども、うちは何とも言えないということを聞かれたそうなのです。 

 この雇用安定化措置が努力義務でありますし、強制的なものではありませんし、本当に法律として実効性、ど



こに担保があるのか、本当に私は疑問です。人の雇用をつなぐ法的拘束力が疑問なので、そこは皆さんに逆に聞

きたいと思っております。 

○山井委員 廣瀬参考人にもう少しお伺いしたいんですが、当たり前の話、やはり人生設計を派遣労働の方々も

立てておられると思うんですよね。今まで四十万人の方々にとっては期限がなかった、それが今回期限を切られ

ることになってしまう。 

 そういうときに、最悪、どういうふうな事態が、もちろん、言ってはなんですけれども、正社員に雇ってもらえ

るとか派遣会社の無期雇用というのは私はないと思います。もうないです。そんなのは恐らくないと思います。

でも、新しい派遣先といっても、そう簡単に見つかりにくいんじゃないかと思うんですが、そういう状況の中で、

今後どういう問題が起こってくると思われますか、廣瀬参考人。 

○廣瀬参考人 本当に、次の派遣先も見つからなくて路頭に迷われる。日雇い派遣で体調を崩されるというお話

もさせていただきましたが、本当に、それか路頭に迷われる。いっときネットカフェ難民ということもありまし

たけれども、私の周りの方々にも、いっとき、あのリーマン・ショックの後に、そういう女性の方もいらっしゃい

ました。そういうふうになるのかと思います。 

○山井委員 廣瀬参考人にさらにお伺いします。 

 今回、私、深刻な問題だと思うのは、法律なり政治というのは、そもそも、雇用を守ったり、むちゃな解雇をし

たらだめですよといって労働者や国民の暮らし、生活、命を守るのが法律だと思うんですが、今回、四十万人の

方々が三年後に雇いどめになってしまう、もちろん一部の人はどこか違うところに就職できるかもしれませんが、

そういうことというのは前代未聞だと思うんですよね、三年後に四十万人を解雇する法改正なんというのは。 

 そのあたりについては、廣瀬さんはいかが思われますか。 

○廣瀬参考人 法律で今まであった雇用が奪われるというのは、私も本当に今回、正直驚いております。本当に

前代未聞で、私もびっくりしていて、もう答えようがない。まさかこんなことが立法府で行われていること自体

が信じられないので、もう答えようがありません。このことを全国の皆さんに知っていただきたいという気持ち

の方が先立っています。 

 私は、皆さんが何で、今ある雇用を奪ってしまう、ずっと長らく働いていらっしゃる方々の雇用を三年で奪っ

てしまう、何で立法府がこんな雇用を進めようとしているのかわからないんです。それをもっと全国の皆さんと

共有したいと思っております。ただ専門二十六業務の四十万人の方々だけではなくてと思っています。 

○山井委員 これは本当に、万が一法律が成立して、マスコミにもっと報道されたら、これは四十万人の方はパ

ニックになる危険性があると思います。 

 秋山参考人にお伺いしたいんですが、印刷会社の社長さんをされているということですが、今回の法改正が成

立した場合、御社では派遣労働者をふやす方向に経営方針を変えられるのか、それとも正社員をふやす方向に経

営方針を変えられるのか、いかがですか。 

○秋山参考人 今弊社では、二人の派遣社員の方に働いてもらっていますけれども、それはやはり専門的スキル

のある、デザインですとかホームページの製作とかというのをやっていただいております。やはり派遣というの

は、専門職のある方を即戦力としてやっていただくことには、企業にとってはとても、大変大きなメリットでご

ざいます。 

 そして、企業というのは、受注がコンスタントにあるわけではなく、季節によって変動がございますし、それか

らまた、仕事が多量に急に来たりするときがありますし、そういうときには、やはり即戦力で専門職の技術があ

る派遣の方をお願いして、それをこなしていくというのが企業としてはやっていくことでございまして、御質問

の、これから派遣をふやすか、正社員をふやすかというのは、その場その場を見ながら対応していきたいとは思

っております。 

○山井委員 今、秋山参考人がおっしゃってくださったように、本当に派遣の方々が、そういう、デザインであ

れ、スキルを持っておられる専門業務の方というのは、今の日本の社会、企業を支えてくださっている縁の下の

力持ちなんですね。逆に言えば、その方々を、今回の法改正で三年後には解雇、雇いどめということは、私は本当

にあり得ない話だと思うんです。 



 それで、再び廣瀬参考人にお伺いしたいんですが、今回の法案は正社員になる道を開く法案だという説もある

んですが、そのことに関しては、正社員になりやすくなる法案なのかということについて、廣瀬参考人、いかがで

しょうか。 

○廣瀬参考人 先ほども私からお話しさせていただきましたが、三年後に一旦リセットするというこの間の審議

がありましたが、そこで、まず第一番に直接雇用を依頼する、そこで正社員化の道を開くとおっしゃっていると

思うんですが、私の実態からも、また周りの実態からも、派遣元会社は、自分のところの中間手数料であります

し、営業マンの昇格にもなりますから、手放しません。派遣先も、そもそも間接雇用を望んでオーダーをしている

のであるから、正社員化の道になるとは思いません。 

○山井委員 最後に廣瀬参考人にお伺いしたいと思いますが、やはり女性の方々、例えば、子育てを終えて一段

落して、家計の補助として短期間派遣で働かれるということはいいと思うんですが、これから家計の中心として

働かれる方がふえてくると思うんですね。 

 そういう意味で、今回、一生派遣ということがふえるような法改正が行われることについての御意見を最後に

お聞きしたいと思います。 

○廣瀬参考人 もし今回の法案が通れば、業務区分がなくなって、そして正社員と同じ業務を派遣という安価な

労働力で、いわゆる間接雇用で働いていくというわけですから、当然、生計が成り立たないと思いますし、そこで

出産や子育てももちろん成り立たないと思います。そして、社会の生産性もそこから上げていくことはできない

と思いますから、個人単位でも社会単位でもこれはマイナスになると思います。 

○山井委員 本当は生熊参考人にもお聞きしたかったのですが、本当に大変失礼なことで、申しわけございませ

ん。 

 時間が来てしまいましたので、これで終わらせていただきます。ありがとうございました。 


